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研究成果の概要：人の動きのような低周波振動から高速なロータ回転を生成し，電力に変換する同期

型発電機を開発した．本発電機は Mishler らの考案した３次元回転機構に電磁変換機構を組み込ん

だもので，ロータに揺動振動を加え，ジャイロ効果と摩擦により自転を増速する．3Hz の入力により

0.9W の出力を得，携帯電話に充電した．またロータ運動の解析により，最大発電量，安定性，過渡特

性を明らかにし，実験によりその妥当性を検証した． 
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１．研究開始当初の背景 
 ユビキタス情報システムの課題はエネル
ギ源の確保であり，その解決策として，振動
を用いる発電機が種々考案されている．しか
し従来の発電機は，人体運動のような低周波
振動では効率が悪く，1mW程度が出力の限界
であった．一方Mishlerらは，回転体の自転
と歳差運動を組合せ，入力振動の数十倍の周
波数の回転運動を発生する３次元回転機構
を考案した．本機構を用いれば高効率な発電
機を実現できる可能性があるが，運動が複雑
なため，発電機としての最適な設計条件や安
定回転条件などは不明であった． 
 

２．研究の目的 
 前記の３次元回転機構を応用して，高効率
な発電機を実現する． 
(1)コイルや磁石配置など，発電機の基本構成
を明らかにする． 
(2)ロータ運動を解析し，最適設計条件を明ら
かにする． 
(3)携帯電話などの情報機器を駆動する． 
 
３．研究の方法 
(1)発電機の基本構成を考案し，試作機により
性能を評価する． 
(2)ロータの運動方程式および近似解を求め
安定回転条件と最大発電量を明らかにする． 
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(3)数値計算および実験により近似解の妥当
性を明らかにする． 
(4)計算結果に基づき，最適設計の指針を得る． 
 
４．研究成果 
 

(1)発電機の構成と試作機の特性 
 構成を図 1に示す．y軸回りにJ	で自転する
ロータがあり，その軸は上下 2つのトラック
により支えられている．トラックに x軸回り
の回転T	を加えると，角運動量の法則により
ロータに z軸回りのトルクが発生し，角速度
D	で歳差運動を始める．このとき，トラック
からロータ軸に働く摩擦力が自転を増加さ
せる方向のため，ロータの回転数が増大し，
数 Hzの入力振動で，数千 rpmの自転が生じ
る．この結果，永久磁石とコイルの相対運動
により誘導電圧が発生する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.1 Structure of synchronous vibration generator 

 トラック半径 32mm，ロータの軸まわり慣
性能率 0.1gm2，コイル巻数 1000の発電機を
製作した．3Hz，30度の入力振動におけるコ
イル端開放時の電圧を図 2に示す．ロータは
6000rpmで回転し，67.2Vppを発生した．ま
た，コイルを 500Ωの抵抗で終端した場合，
出力 0.9Wであった．さらに整流回路を接続
して 6V の直流出力を得，携帯電話の充電が
可能なことを確認した．なお次節に示す理論

上の最大電力は 6.05Wであり，装置の改良に
より発電量が増大する可能性がある． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.2 Generated voltage in open circuit 

(2)ロータ運動の解析 

①運動方程式 
図１で，空間に固定された直角座標系を E
座標系とし，トラックは初期状態で E1, E2面

内にあり，E2軸回りに )sin(0 tWTT  で揺動回

転するものとする．トラックに固定した座標

系を et座標系，ロータの歳差運動とともに回

転する座標系を e座標系とし，歳差回転角を
α，自転角を γとする．ロータの角速度ベクト
ル rZ
U
は，トラックの回転 2E

U	T ，ロータの歳

差運動 3teU	D ，自転 1eU	J の和であり， 2E
U
および

3teU を e座標系で表すことにより，次式で与え
られる． 

 
  (1) 

 
トラックとロータ軸の半径比を ξとし，トラ
ック・ロータ軸間にすべりがなければ，次式

が成り立つ．  
D[J 		      (2) 

式(1)(2)を用い，またロータに自転速度に比例
する粘性トルク 1eU	JV が働くものとして，e 座
標系のオイラー方程式を立てる．さらに，定

常状態では，歳差運動 αは入力振動 θに同期
し，両者の位相差はほぼ一定となることに着

目して，αと入力位相 τtの位相差をI（式(3)）
とおくと，I に関する方程式(4)を得る． 

tWDI �                 (3) 
    

(4) 
 
式(4)がロータの運動方程式である．Iが求ま
れば，式(3)(2)により α，γ が求まる．なお I1

はロータの軸回りの慣性能率，I2 は半径回り

の慣性能率である． 
 
②定常特性の近似解 
 式(4)でIを定数，ξ>>1とおき，入力振動１
周期について(4)を積分平均すると，近似解 0I

が次式の形に求まる． 

oo I WT[VI 12cos      (5) 

cosφ0≦1より，定常解が存在する必要条件と
して次式が得られる． 

12 1 doI WT[V            (6) 

上式で，σ が小さいほど他のパラメータの設
定範囲が広がるから，σ が小さいほど定常状
態が存在し易くなる． 
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 次に発電量の上限を求める．機械的損失も

コイルの内部抵抗もない理想発電機では，発

電量は粘性減衰のなす仕事に等しく次式と

なる． 
2JV 	 P      (7) 

すなわち発電量の観点からは σは大きいほど
良く，安定性と背反する．両者を成立させる

ためには，安定な範囲で σを最大化すればよ
く，これは式(6)の等号成立条件で与えられる． 

[WTV 21 oI          (8) 

式(8)の σ を用い，また定常状態では γ
．
≒ξτ

であることを用いると，最大発電量は次式と

なる． 
23

01 [WTIP          (9) 

すなわち発電量は，入力振幅 θ0と周波数 τの
3乗に比例し，I1及び ξに比例する． 

③過渡特性の近似解 
定常解近傍で微小な振動 εが生じているも
のとする． 

HIWHDD �� � 0to     (10) 

上式をロータの運動方程式(4)に代入し，ε に
ついて線形化すると次式を得る． 

(11) 
 
 

ε の変動周期が入力振動の周期より十分長い
と仮定し，式(11)を入力振動の 1 周期につい
て積分平均し，H，H	，H		はその間は一定とみ
なす．すると次式を得る． 

(12) 
 
 
  

 
さらに，σが小さいと仮定して，式(5)より 0I ≒
π/2とし，また ξ>>1を用いると，次式が得ら
れる．  

0
2
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上式から，εは減衰振動することが分る．固

有角振動数 ωと減衰比 ζは次式となる． 
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(3)数値計算結果とインピーダンス制御 

①過渡特性の数値計算結果 
 機構のパラメータを次節の実験装置の値

（I1=63 mgm2，I2=33 mgm2，ξ=26）とし，σ
は試作機で負荷抵抗∞（機械的損失のみ）の
値（σ=5.0 mgm2/s），入力振動はθo=π/6 rad，τ=4π 
rad/sする．初期条件を定常解近傍のI =π/2，
I	=0とした場合のIの変化を図 3に示す．I
は減衰振動し，近似計算と定性的に一致する．

図 4 に速度I	の計算結果を示す．Iと同様に
減衰振動するが，さらに細かい振動が乗って

いる．周期は 0.25s で入力振動の 2 倍に等し
く，振幅はほぼ一定である．この振動は，ト

ラックの角速度が周期的に変化し，ジャイロ

トルクが１周に２回ピークをもつために発

生すると考えられる． 
 初期条件を種々変化させ，回転の安定性を

計算した．Iの初期値を 0 とし，I	の初期値
を変化させ，I -I	位相平面に表したものを図
5 に示す．I	の初期値が 0<I	<0.38π rad/s，
1.26π<I	<1.3π，1.84π<I	<1.86π のときに，定
常回転に達することができた．曲線の意味を

説明すると，例えばI	=0.3π rad/s は安定な場
合であり，右回りに渦を描きI =0.3πに収束し
ている．渦の１周が図 3に示した振動の１周
期に相当する．位相曲線に現れる細かい振動

は，図 4で示した 4Hzの振動に対応する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Fig.3 Numerical result of transient response φ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.4 Numerical result of transient response 
 

I	

� �> @ 0sincos)(cos
)(

0
2

0
22

1201

2
21

2

 ���

���

HDDTDT[

HV[H[
			

			

III
II

0

2cos)(
4
1sin

2
1

)(

0
22

0120
2

01

2
21

2

 

»¼
º

«¬
ª ��

���

HIWTIWT[

HV[H[

III

II 			

0 20 30 40 5010

1

1.5

0.5

2
φ, rad

-0.5 Time, s

0 20 30 40 5010

Time, s

0.5

-1

-0.5

1 , rad/sI	



 

 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.5 Phase curves for various initial conditions 
 
 図 5で，I	=0.4π rad/sは不安定な場合であり，
始めはI	=0.3π rad/s と同様の軌跡を描くが，
第３象限で左下に方向を変え，Iは単調減少
する．またI	=1.27π，1.85π  rad/sではI =2.3π，
4.3πに収束している．これらは，初速度が大
きいために，定常回転よりも 1周または 2周
早く回転し，歳差速度が入力速度と同程度と

なったところで，I	=0.3π rad/s の場合と同じ
位置に収束したものである．以上により，初

期条件によって，回転が安定な場合，安定で

収束値が 2nπ（n は自然数）進む場合，不安
定な場合があることが分かる．なお図中の■
は式(5)の定常解を示す．これらは渦の中心に
あり，近似解の妥当性を示している． 

同様にして，粘性減衰 σ，慣性能率 I1，I2 お

よび半径比 ξ と安定性の関係を調べた．その結

果，σ および ξ が小さいほど，Ｉ１が大きいほど安

定性が向上し，I2 は影響しないことが分った．こ

れらは定常状態の存在条件式(6)と一致する． 

 以上から，安定性と発電量をともに増大するた

めには，I1 はなるべく大きく設定することが望

ましく，ロータ形状は球形が最適となる．ξ
については安定性と出力が相反し，30程度が
最適となる．粘性減衰 σは式(3)の安定限界値
が最適である． 
  
②インピーダンス制御の数値計算 

前項で述べたように，σ が大きいほど発電
量が増大するが，安定性が低下する．一方 σ
は，コイルの巻数や，外部回路の入力インピ

ーダンスにより変化させることが出来る．従

って，入力に応じて σを変化させれば，発電
効率を増大させたり，失速した系を安定化さ

せることが出来る．最も簡単な例として，

0.5Ω の抵抗を発電機の負荷とし（σ=6.0 
mgm2/s），回転が不安定と判断した時点でコ
イル端を開放し（σ=5.0 mgm2/s），安定化さ
せるシミュレーションを行った．入力振動は

θo=π/6 rad，τ=4π rad/sとした．図 6に結果

を示す．ここでは，丸の点(t=2s)で不安定化
したと判断し，σ を低下させた．その結果，
第 3象限に入り不安定になりかけたロータの
速度I	が増大し，定常回転に収束した．以上
から，σ を変化させることにより，入力変動
に対して安定性が高まることが分った． 

 
(4)実験による検証 

 図7の実験装置を用いて，安定限界におけ

る粘性減衰 σを測定した．発電機を，角度と
角速度をともに制御可能なサーボモータに

固定し，入力振動を一定とし，PCにより振幅

を変化させるようになっている．図8に発電

機の外観を示す．ロータ半径 30mm，ロータ
幅 16mm，I1=631gm2，ξ=26，コイル巻き数
100である．材料には，ロータに鋼，トラッ
クにアクリル，磁石にネオジウムを用いてい

る． 

 ロータを安定回転させ，徐々に振幅を下げ，

安定限界における振幅から式(8)により σ を
求めた．これを σ１とする． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.6 Stabilization by impedance control 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.7 Experimental apparatus 

, radI

, rad/sI	

10 155

0.3π

1.25π1.27π

0.4π

1.31π

1.85π Approximate solution for steady state1.87π
1.81π

-1

1

1 1.50.5

, radI

, rad/sI	

0

T=TosinWtT
J

D

Controller PC

Synchronized pulseStroboscopeVideo
camera

Generator
Rotor

Shaft

Servomotor



 

 

一方，コイルの発生電圧を測定し，内部抵抗

および負荷抵抗から電気的損失を求め（σeと

する），これに機械的損失（σm とする）を加

えて σを求めた(これを σ２とする)．以上の値
を図 9に示す．σmは回路オープン時の σ１に
より与えている．σ１と σ２はほぼ一致し，定
常状態の安定条件式(8)の妥当性が確認され

た． 

 次に，過渡応答の周波数と減衰比を測定し

た．実験装置は，図 7において，位相差φを
測定できるようにしたものである．入力振動

の位相 0とπ（すなわちトラックが水平）の
瞬間にストロボを発光させ，ビデオ画像によ

り歳差回転角 αを測定する．Iは αまたは α+π
により与えられる．この方法では時間分解能

が入力振動周期の 1/2 と粗いため，それより
１桁長い周期をもつ減衰振動のみが観測さ

れる．入力振動に同期する強制振動成分はノ

イズとなるが，図 3によればその変位振幅は
小さく無視できる． 
ロータに初速度を与え，一定周波数 3Hz，
振幅 π/6 radで入力振動を与え，回転が定常状
態に達した後に周波数をステップ状に2Hzに
変化させ，その後のIを測定した結果を図 10
に示す．発電機のパラメータは ξ=32.9，I1= 
95.2 gm2，I2=64 gm2である．Iは減衰振動し
ており，周波数は 0.17Hz，減衰比は 0.020で
ある．同一条件での数値計算では，周波数は

0.15Hz，減衰比は 0.015，式(14)，(15)による
近似計算では，周波数は 0.18Hz，減衰比は
0.029 であった．以上を比較すると，振動の
周波数については 2割程度，減衰比について
は 5 割程度の誤差であり，3種の方法による
結果がほぼ一致している．以上から，ロータ

の運動方程式(4)，過渡応答の近似解(13)の妥
当性が確認された． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.8 Prototype generator 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.9 Experimental and calculated results of 

critical damping 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.10 Experimental result of transient response 
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